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1 .不動産業の経営の状況

アンケート調査をもとに 7月1日時点の不動産業の経営の状況について不動産業業況指数を作成し、

業種毎の経営の状況(現況)を見てみると、住宅・宅地分譲業は 0.0、ピル賃貸業はー27.9、不動

産流通業はー24.2であり、住宅・宅地分譲業は良いという見方と悪いという見方が括抗しており、

ビル賃貸業及び不動産流通業は綬営の状涜が惑いという見方が多い。前回調査時点と比較して、住宅

・宅地分譲業及びビル賃貸業は改善し、不動産流通業はわずかに悪化している o

3ヶ月後の経営の見通しについては、住宅・宅地分譲業は 12 . 5、ビル賃貸業は 1. 5、不動産流

通業は 6.8であり、住宅・宅地分譲業は改善する、ビル賃貸業及び不動産流通業はわずかに改善する

との見方が多い。前回調査時点と比較して、ピル賃貸業は改善し、住宅・宅地分譲業はわずかに改善

し、不動産流通業はわずかに悪化している(表 1)。

表 l 不動産業業況指数について(平成8年7月〕

縮予言の状況7Hl[臼Z見通明琴夜し後EのσS対FZl言日の

(参考)前回踏時点 (1月l白)

経営の状況 3'1月後の経営の
見通し(4月l日

から見て) から見て)

00 [2.5 15. 4 [0.6 

ビノレ賃貸業 27.9 1.5 37. 9 日l

l離組業 24.2 6.8 一20.5 [4.5 

不動産業業況指数の作成方法については、以下のとおり o

!不動産業業況指数

{ (良いとする回答数x2+やや良いとする回答数)

一(やや惑いとする回答数+悪いとする回答数X2)}+2+全回答数x100 

法)不動産業業況指数は、回答の全てが経営の状況を良いとする場合+100を示し、

回答の全てが経営の状況を惑いとする場合は-100を示す。
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不動産業業況指数の経緯

図1-1 経営の状況
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(参考)不勘産業の業況に関するn'J-ト調査の結果について

表1-1 7月i日 現在の経営の状t兄 (括弧州諸l治%)

震わ やや良い 菩司E やや悪い 惑い

主宅・宅地分t蝶 2 ( 3.4 16(27.1 22 ( 37.3 18 ( 30.5 1( 1.7: 

ヒ‘ノレ賃貸業 1 ( 2.9 4 ( 11.8 13 ( 38.2 7 ( 20.6 9 ( 26.5 ; 

不忍!Ji1左必血業 1 ( 1. 5 8 ( 12.1 22 ( 33白3 28 ( 42.4 7 ( 10.6 ; 

表1-2 7月l日 現在の3ヶ月後の経営の見通し

良くなる 「やや良くなる 変わらない やや悪くなる 俸くなる

主宅・宅地分譲業 1 ( 1. 7 20 ( 33.3 32 ( 53.3 7 ( 11.7 。( 0.0: 

ヒ、ノレ賃貸業 0(0.0、 4 ( 11.8 27 ( 79.4、 3 ( 8.8 。( 0.0: 

同j産細業 2 ( 3.0 17 ( 25.8 36 ( 54.5 10 ( 15.2 1 ( 1.5: 

表1-3 前回調査時点、( 4月1日 )の経営の状侃(参考)

良い 怜や良い 甑重 ドPや惑い 悪い

主宅・宅地分繰 2 ( 3.8 8 ( 15.4 19 ( 36.5 18 ( 34.6 5 ( 9回目 〕

ピノレ賃貸業 2 ( 6. 1 1 ( 3.0 9 ( 27.3 12 ( 36.4 9 ( 27.3 ) 

除勘産指車業 3 ( 4. 9 8 ( 13. 1 18 ( 29.5 25 ( 41. 0 ) 7(11.5) 

表1-4 前回言髄時点( 4月l日 )の3ヶ月後の経嘗の状況惨考)

良くなる 円Pや良くなる 変わらない ドやや悪くなる 怒くなる

主宅・宅地分繍 2 ( 3.8 13 ( 25.0 31 ( 59.6 6 ( 11.5、。( 0.0) 

ビル賃貸業 o ( 0.0 3 ( 9.1 21 ( 63.6 9 ( 27.3 o ( 0.0) 

暗躍細業 L 1 ( 1.6 22 ( 35.5 34.( 54.8 4 ( 6.5 1 ( 1.6) 
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2.業種別の成約・販売価格動向等

(1)住宅・宅地分譲業

住宅・宅地分譲業の用地取得件数の動向については、全体の 47%が前期と比べて横ぱいであると

回答し、全体の 34%が減少傾向にあると回答している。

成約件数の動向については、:全体の 46%が前期と比べて横ぱいであると回答し、全体の 30%が

増加傾向にあると回答している。

在庫戸数の動向については、全体の 52%が前期と比べて横ぱいであると回答し、全体の 3.6%が

減少傾向にあると回答している。

販売価格の動向については、全体の 59%が前期と比べて変わらないと回答し、全体の 27%が低

下傾向にあると回答している(表2-1)。

表2-1 住宅・宅地分譲業の状況について

成約件数 在庫戸数 販売価格の動向

E十加k増1) 丈銭M2) 礼減1傾向132 ) 計正視詰向]) 玖鏡FZ ) 〈3) 言十勢k糊手I司]) 主変b2〕支抵f下8〉i l 

傾向 。い
弘、初降綱同

ゐ 傾向
:な

圏域 ;~、
も 事司・

， ': ・ ・・b 

全開 64; 12; 30; 22 136: 41 :63: 32 137: 49; 71: 17 68; 10: 40; 18 
. ・+・4・ ，・・

% '18.8見6.934.4 30.1見6.323.5 35.861.8 :12.4 江4.768.826.5
冒.

32 8 l1: 10 63; 21: 29; 13 63;24327 33: 4; 21; 8 
目““ーー・・，・ 目、 ・晶 a晶司晶晶晶晶晶圃占晶争晶一・一+可・+ー争可・

園 町"‘a・-・+町唱一一，ー可・ー・
，・

25.0 43.8 31. 3 33.3見6.020.6 38 . 150. 8 :1 1. 1 :1 2. 1 63.6 24.2 

大坂頚 40: 16; 18: 6 

ー， ‘ ・・，・・ ー・
399:22: 8 16' 3' 9; 4 18: 3: 12: 3 陣「 ・・圃曹司・‘司圃 圃晶晶晶圃圃晶晶晶，晶晶.一町酔晶晶骨骨

)8.866.325.0 5 23. 1 66.4 20.5 述。。当5.0:15.0 16.766.7 :16.7 

注1)1業者が、マンジョン、戸建で、主地のそれぞれについて回答したものを合計じているため、
項目によっては回答数がアンケート回収数を上回っている場合がある。

2 )東京圏.茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

大阪圏.京都府、大阪府、兵庫県、奈良県(表 2-2について同様)。
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(2 )ピル賃貸業

空室の状況については、全体の 68%が前期と比べて横ぱいであると回答し、全体の 24%が減少

傾向にあると回答している。

成約賃料の動向については、全体の 81%が前期と変わらないと回答している (表 2-2)。

注) 1業者が、各地域について回答しているため、項目によっては回答数がアンケート回収数を上

回っている場合がある。
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空室の状況 | 蹴百貨料の動向
(]) (2) (3) 百十 (] (2) (3 

減横湖 一七変 f
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傾，，伺傾

|向 1 向5陪
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( 3 )不動産流通業

売却依頼の動向については、前期(平成8年 1月-3月)と比較し、減少している地域が増加し

ている(表 2】 3)。

購入依頼の動向については、減少している地域が増加している(表 2'-4 )。

成約件数の動向については、減少している地域が増加している(表 2回 5)。

取引価格の動向については、横ぱいの地域が増加している(表2-6)。

表2-3売ま訓赫買の動向

増加している地域

4月 5月 6月

中古マンショユイ 0 
中古戸建住宅 I2 
土地 I1 
計 I3 

表2-4賦入依頼の動向

il;ij 

横ばいの地域

4月 5月 6月

iilili 川:;
中古マンソョユイ i 
中古戸建住宅 I2 
土地|日
言十 I 9 

表2-5成約件数の動向

増加している地域 横ばいの地域 a員企、している地域

4月 :5月 6月 計 愉期 明明日月|言十 周期 4月 5月 6月 計 前期

中中古古戸マ建ン住シ宅ョン
。3 3 6 18 16 2186 022 56 52 17 12 8 37 29 
2 9 12 lO 25 20 71 73 7 5 4 16 16 

土 土也 3 3 7 9 21 25 22 68 72 9 7 B 24 18 
計 4 B 15 25 37 62 69 64 195 197 33 24 20 77 63 

表2-6取引価格の動向

上昇 やや上昇 !横ばい やや下落 i 下宿

4 5 '6 計 凶悪 456  計 前期 4 5 6断的耳目 456  計「勝 456  
月月月 月月 i 月 月月月 月月月 月月月

計 再瑚

。。 cl同 21. 24郎防 15i291420。中中古古戸マ建ン住シ宅ョン
。 。。。。。。

o000t11!O00o1J{i2 0 0 2 
。G 。。。2 G 2 4 2 I 26: 25 • 26 I 77 I 82 I 5' 8' 5! 18 i 15 I 0 。

土 地 。。。。。 2 4 230m288683234|9141D 。
計 。。。。。3 2 3 8 4! 74: 74 • 78 826 820 I 22 • 23 • 18 ! 63 I 71 I 0 O 
注)三大都市圏及び地方主要都市を 33地域に区分し、中古マンション、中古戸建住宅及び土地の

取引量及び取引価格について、前月と比較した動向を整理したもの。各数値は、地域数を示す。

6 



(参考)

調査の問要
1 .目的

本調査は、不動産市場の動向、業況等について、的確かつ迅速に把握することにより、建設・国土

行政に資することを目的とする。

2 .調査対象

三大都市圏及び地方主要都市において不動産業を営む業者を対象に、不動産業の業種(住宅・宅地

分譲業、ビル賃貸業、不動産流通業)、事業規模(大手業者、中小業者)等を考慮して、 278業者

選定した。

3 .調査時期

毎四半期(1月、 4月、 7月、 10月)

4.調査項目

①経営の状況

②取引状況等(成約状況、取引価格の状況等)

5 .調査方法

郵送法によるアンケ ト調査

6.調査機関

建設省及び国土庁の委託を受けて、財団法人土地総合研究所が調査を実施。

なお、不動産流通業に係る取引状況等については、建設省の委託を受けて財団法人土地総合研究所

が実施している「不動産価格動向調査(モニター調査)Jより引用。

(参考)今回のアンケート回収率は次のとおり。

対象数 回収数 回収率

住宅・宅地分譲業 112 6 5 

34 

6 6 

165 

58.0% 

63.0% 

58.9% 

59.4% 間合せ先

業

業

通

貸

流
賃

産

計

ル

動

ビ

不

54 

1 1 2 

2 7 8 

(財)土地総合研究所

手塚栗原

TEL03( 3583 )2391 
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